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活魚出荷拠点荷揚げはＡ浜に集約

船だまりのみとする 流通拠点

活魚出荷は陸送で
Ｂ浜に集約

浜の機能再編

Ａ浜
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中核的漁業者への
円滑な漁船導入

産地市場
・加工団地

リース

浜プランに取り組む広域な漁村地域が連携して、
浜の機能再編や中核的担い手の育成を推進する
ための具体的な取組を定めた計画

沖合・遠洋漁業を中心とした漁船漁業の競争力強化を
目指し、新たな操業・生産体制への移行を推進するための
具体的な取組を定めた計画

浜の活力再生広域プラン

漁船漁業構造改革広域プラン

●浜の機能再編
⇒市場・水産関係施設の集約・再整備

●中核的担い手の育成
⇒意欲ある「中核的漁業者」を認定
⇒浜の担い手漁船リース事業や機器等の導入を支援

●新たな操業・生産体制への移行
⇒漁船漁業構造改革緊急事業や機器等の導入を支援
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広域浜プラン



浜の活力再生広域プラン

◎広域水産業再生委員会

複数の地域水産業再生委員会（市町村、漁協等）及び都道府県で構成。

ただし、一つの地域水産業再生委員会が複数の市町村にまたがる場合や一定のまとまりある
海域を対象としている場合など、浜プランが既に広域な範囲で策定されており、浜の機能再編や
市場統合が適切に進められている場合は、この限りでない。

また、離島・半島等条件不利地域に立地しており、他の漁村地域とともに広域浜プランを策定
することが困難な場合もこの限りでない。
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「広域」の範囲としては、水産業の競争力強化を図るため、これまでの取組（浜プラン
も含めて）よりも市場の集約化や流通の効率化、生産コストの削減を図ることができ
る範囲で適切に設定すること。



１ 広域水産業再生委員会
・対象となる地域の範囲及び漁業の種類

２ 地域の現状
・地域の水産業を取り巻く現状等

３ 競争力強化の取組方針
・機能再編・中核的担い手の育成に関する方針
・資源管理に係る取組
・具体的な取組内容（１年目～５年目）
・関係機関・他産業との連携

４ 成果目標
・成果目標の考え方と目標値
・上記の算出方法及びその妥当性

５ 活用する支援措置等
・活用を予定している関連施策名
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浜の活力再生広域プラン
浜の機能再編、再整備

水産業・漁村の持続的な
発展と地域の活性化

水産業の競争力強化

中核的担い手の育成

【別紙】中核的漁業者
水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用
を予定している場合は、漁船リースを行う漁業者を
「中核的漁業者」として広域水産業再生委員会が認
定し、当該漁業者が実施する競争力強化の取組等
を提出する。



➢ 構成員

➢ 対象漁業・漁業者

➢ 水産業を取り巻く現状と課題

近年の漁獲量・漁獲金額、海域環境や水産資源をめぐる状況を踏まえ、各浜が有する荷さばき施設や
製氷施設、漁港施設など漁業関係施設の機能分担、各浜からの出荷形態や産地市場にかかる現状と
課題を記載。また、中核的担い手の育成や後継者対策、新規就業者対策にかかる現状と課題を記載。
さらに、観光や交流との連携や、市街地からの距離・交通アクセスなど、地域活性化全般の現状と課題
についても記載。

原則として、複数の地域水産業再生委員会で構成。都道府県は必須の構成員。
ただし、地域水産業再生委員会が既に広域な範囲を対象としている場合は、この限りでない。

≪浜プランを策定している地区どうしで広域プランを策定する場合≫
・○○地域水産業再生委員会（○○漁業協同組合、○○市）
・××地域水産業再生委員会（××漁業協同組合、○○市）
・△△地域水産業再生委員会（△△漁業協同組合、△△町）
・●●県（振興局、試験場） ・●●県漁業組合連合会、観光協会、商工会、NPO法人、関係団体等

≪浜プランを策定している地区と策定していない地域で広域プランを策定する場合≫
・○○地域水産業再生委員会（○○漁業協同組合、○○市）
・××漁業協同組合、××町
・●●県（振興局、試験場） ・●●県漁業組合連合会、観光協会、商工会、NPO法人、関係団体等

対象となる漁業種類、漁業者数を記載。兼業の場合は分かるように記載。
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➢ 競争力強化の取組方針

➢ ５年間の具体的取組（令和●年～●年）

➢ 他産業との連携

➢ 成果目標

➢ 活用する支援措置等

水産業の競争力強化による地域全体の活性化を目指すため、①浜の機能再編と②中核的担い手の
育成にかかる基本的な取組方針を記載。

複数の漁村地域が連携し機能分担をどのように進めるか、現状がどう変わるか、何を目指すかが具
体的に分かるように記載することが重要。

いつ、誰が、何を、どのように実施するかをできるだけ具体的に記載。また、各漁村地域（各漁協）
の役割分担や実施体制についても、明記すること。
なお、５年間の取組内容は、進捗に応じて見直すことが重要。（プランの変更承認は随時可能。）

競争力強化に資する定量的な成果目標を記載。
例：市場統合による集荷率、共同出荷・販売よる単価向上、漁業所得（浜プラン以上の目標）
中若年（５５歳以下）漁業者の割合、新規就業者数 等

観光業者、旅行代理店、飲食業者、流通業者、小売・量販店など、他産業との連携内容を記載。
漁協のみで実施する活動は不可。

広域浜プラン関連施策やそれ以外の事業も含め、活用を予定している国（水産庁以外も含む）、地方公
共団体等の補助金を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するものではない。
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浜の活力再生広域プランを採択要件等とする事業

漁船漁業構造改革広域プランを採択要件等とする事業

• 広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）
• 広域浜プラン緊急対策事業（養殖用生餌供給安定対策支援）
• 広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）
• 広域浜プラン緊急対策事業（ブリ類養殖緊急支援対策）
• 広域浜プラン緊急対策事業（貝類のへい死対策環境整備支援）
• 競争力強化型機器等導入緊急対策事業
• 水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業
• 水産業競争力強化金融支援事業
• 水産業競争力強化緊急施設整備事業
• 水産業競争力強化漁港機能増進事業
• 経営体育成総合支援事業
• 水産基盤整備事業

以下の事業を広域浜プランの関連施策とし、広域浜プランの承認を
受けた漁村地域及び漁業者等を優先的に支援対象とする。

• 広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）
• 競争力強化型機器等導入緊急対策事業
• 水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業
• 水産業競争力強化金融支援事業
• 経営体育成総合支援事業

広域浜プラン関連施策
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広域浜プランに基づき、複数の漁業地域が広域的に連携して行う、地域全体での水産関連施設の効率

的な利用や機能の再編、共同出荷や共同販売による販売力強化等の取組を具体的に進めるための基礎

調査や実証試験等に必要な経費を支援。

＜支援メニュー＞

① 漁協機能統合・再編メニュー

（漁協の経営・事業改善の促進に資する取組が対象）

・産地市場等の機能再編強化タイプ

各浜が有する荷捌き、加工、製氷施設や種苗生産
施設を地域全体で再編し、機能の集約・強化を図る。

・共同出荷等の販売力強化タイプ

複数の漁協が共同で出荷・販売を行い、出荷コス
トの削減や仲買人の集積を図る。また、量販店や直
売所の集約、共同で販売促進・ＰＲ等に取り組む。

・漁港機能の高度化タイプ

漁港内の水域・陸域を有効利用する必要がある場
合に、増養殖場や蓄養水面、親水施設等の利用の転
換や、加工施設等漁港機能の高度化を図るための施
設再編計画を検討する。

等

② 一般メニュー（第1期目のプランのみ対象）

漁協機能統合・再編メニュー以外のもの

漁協Ａ

漁協Ｂ

漁協Ｃ

スーパー

小売業者

消費者

共同出荷 共同販売拠点となる
産地市場等

広域浜プラン実証調査事業

＜支援額＞

＜交付先＞

①のメニュー

１取組当たり

上限200万円

（最長５年）

②のメニュー

１プラン当たり

上限200万円

（最長3年）

広域浜プランを
策定している

広域水産業
再生委員会
又は

広域漁船漁業
構造改革委員会

１プランで
複数の取組の
位置付けが可能

＜主な支援対象経費＞ 設備機材リース費、検討会開催費、調査・分析費、試作品製作費、視察旅費 等



＜漁協機能統合・再編メニュー＞

広域浜プラン実証調査事業の活用例

○ 産地市場等の機能再編強化タイプ
• 製氷事業の再編に伴う販売経費の最小化 ⇒ 漁協間での氷運搬試験
• 地方卸売市場の市場統合 ⇒ 市場の適正規模・施設配置等の検討
• 荷捌き施設の再編整備 ⇒ 適正な衛生管理レベルの調査、先進取組地区の視察、市場利用者に対す
る講習会の実施 等

○ 共同出荷等の販売力強化タイプ
• 養殖水産物の品質統一化 ⇒ 生産マニュアル策定に必要な調査
• 地域代表魚種の販売促進 ⇒ 統一名称・規格等によるブランド化の検討、パンフレット配布
• 共同輸出 ⇒ 外国の消費者の嗜好、競合品の販売状況、輸出先国が求める品質・衛生条件等の調査

等

○ 漁港機能の高度化タイプ
• 漁港水域を利用した養殖技術の確立 ⇒ 水質調査、養殖試験
• 漁港内での陸上養殖 ⇒ 養殖手法の検討、養殖システムの試験稼働
• 漁港内の遊休施設の有効活用 ⇒ 実態調査、漁港機能の高度化に資する講習会の実施 等

• シャーベット氷を用いた漁獲物の鮮度保持体制の確立 ⇒ 先進取組地区の視察、価格向上が期待
される魚種の試験出荷

• 単価向上・販路拡大 ⇒ ファインバブル発生装置の試験運用
• 低利用魚の有効活用 ⇒ 成分分析、付加価値向上のため加工方法の検討、サンプル品の試作
• 省エネ操業 ⇒ ドローン活用による魚群探査の実証調査
• 水産観光による地域活性化 ⇒ 地域観光資源の調査、先進取組地区の視察 等

広域浜プランに基づく各種取組を具体的に進めるための実証や調査を幅広く支援

＜一般メニュー＞
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